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研究成果の概要（和文）： 

各国における「貧困との闘い」は、各政府諸機関、非営利・営利の民間団体等の諸主体のも
つ多様な資源の提供によって行われている。本研究では、これらの資源を「束」として提供す
る仕組みが各国においてどのような萌芽をもつかを検討した。その結果、①グローバル化に伴
う格差・貧困問題の深刻化のなかで「束」の必要性は多かれ少なかれ注目される状況にあるこ
と、②各国での発現は、社会的組織の影響力の強弱、政府部門の大小、分権化の度合い等、複
合的な要因に規定されて多様性をもつこと、が明らかになった。 

 
研究成果の概要（英文）： 
Many countries implement the anti-poverty policies with the use of various kinds of 
resources provided by a number of organization such as governmental institutions and 
private non-profit/profit organizations. This study aimed to examine the signs of 
emerging mechanism for providing people with the resources through well-combined policies 
(good “bunch of social policies”) in the countries. The study led to two conclusions 
as follows. (1) More or less, people in the countries tend to consider well-combined 
anti-poverty policies as indispensable since the globalization has caused the serious 
level of income disparity and poverty. (2) In the countries, the signs of emerging “bunch 
of anti-poverty policies” are different that is attributed to the complex factors such 
as the influence of social (civil) organization, the scale of governmental sector and 
the degree of administrative decentralization of social policies. 
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2007 年度 3,800,000 1,140,000 4,940,000 

2008 年度 3,200,000 960,000 4,160,000 

2009 年度 3,200,000 960,000 4,160,000 

2010 年度 1,800,000 540,000 2,340,000 

  年度  

総 計 12,000,000 3,600,000 15,600,000 

 

 

研究分野：社会保障論 

科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 

キーワード：政策の束,貧困との闘い,社会的排除,地域雇用,国際比較 

 
１．研究開始当初の背景 

研究代表者である武田は、ドイツ自治体の
財政状況の研究を通じて、自治体行財政にお

いて大きな比重を占めてきた社会扶助をめ

機関番号：１３３０１ 

研究種目：基盤研究（Ｂ） 

研究期間：2007～2010 

課題番号：19402040 

研究課題名（和文）社会保障施策の地域的・総合的提供（「政策の束」）に関する国際比較研究

                     

研究課題名（英文） International Comparative Studies on Comprehensive Provision of 

Social Protection (“Bunch of Social Policies”) at the Local Level 

研究代表者 

武田 公子 （ TAKEDA KIMIKO ） 

金沢大学・経済学経営学系・教授 

研究者番号：80212025 



 

 

ぐる次のような傾向に注目してきた。すなわ

ち、公的扶助の担い手として自治体が取り組

んできた受給者への就労・自立支援施策が地

域における貧困との闘いとしての意味を持

って取り組まれてきたこと、また自治体にお

ける経営主義の台頭や公共サービスにおけ

る公民協働化への動きのなかで、また政府間

財政関係の再編の下で、この地域的な「貧困

との闘い」が新たな局面を迎えつつあること

である。 

また他方 EU レベルにおいては、90 年代よ

り「社会的排除への闘い」をスローガンに掲

げ、各国における貧困指標・貧困問題白書の

作成や、EU 社会政策の目標達成のための各国

ナショナルレポート策定が進められる状況

にある。こうしたなかで、EU 社会保障基金を

活用したプロジェクト「社会的都市」では、

条件不利地域における地区再開発が青少年

の雇用や教育・訓練提供、相談・支援活動を

伴った分野横断的な対貧困政策として実施

されてきており、その成果も次第に明らかに

なってきていた。 

これらの研究を通じて研究代表者は、限ら

れた財源の中で地域の貧困問題に取り組む

上で、各種民間資源の活用とそのコーディネ

ートの機能が重要と考え、「社会政策の束」

というモデルを着想するに至った。 

そこで、社会保障分野におけるこうした動

向が他の国や地域ではどのように進められ

ているのか、また日本においてこうした体制

作りは果たして可能であるかどうかについ

て、他の社会保障分野や研究対象地域のフィ

ールドをもつ研究者との共同研究の必要を

感じるに至った。幸い本学内には、それぞれ

に外国研究のフィールドをもちつつ研究を

進める社会保障関係分野の研究者が多数お

り、学内研究会を通じて上記のような社会保

障をめぐる枠組みの変化、貧困観の転換、貧

困の克服への取り組みに関する共通の知見

を得ることができた。そこで、共同研究者が

これまで個別に行ってきた、各国・各社会保

障分野における知見をベースとして、各国比

較を試みようと着想するに至った。 

 
２．研究の目的 

「貧困との闘い」を考える上で、本研究は

「社会保障政策の束」の可能性を探ることを

目的とした。これは、社会保障各分野の多様

な政策手段を地域レベルで統合し、困窮者お

よび貧困リスクを抱えた層に対して総合的

に供給するシステムを想定したものである。

貧困問題の多様な現象形態に対して、地域内

の諸主体が連携することで総合的に対応し

ていくことはますます重要性を増している。

また、社会的に排除された人々は多くの場合、

経済的困窮のみならず、住宅喪失、多重債務、

心身の疾病、依存症、育児等、稼得活動を行

う上での困難や不利性を抱えている。こうし

た個別ニーズに対する支援は、得てして個々

の提供主体によって断片的に提供されてい

るのが実態である。例えば日本の例でいえば、

雇用は国の機関であるハローワーク、育児・

介護は市町村といった行政セクター内部の

所掌機関の相違があり、自治体内部でも多重

債務問題は消費者部局、住宅問題は都市計画

部局、心身の疾病は保健部局といった縦割の

組織において提供されている。また、就労支

援や社会生活への統合における諸手段に関

しては営利・非営利の多様な団体によってサ

ービスが提供されている実態がある。 

「政策の束」は、こうした多様なセクタ

ー・組織が提供するサービスを相互にどのよ

うに連携させるか、それをコーディネートす

る役割を誰が担うのか、という問題を投げか

けるキーワードである。すなわち、貧困予防

や社会的包摂に向けての各種行政資源およ

び社会的資源をワンストップ化して提供す



 

 

貧困問題の把握（堀林） 

固有のニーズ把握と参加の権利保障(井上) 

健康・生きがい

づくり（奥田）

公的扶助 
(武田) 

医療・公衆

衛生(石田)

育児・介護 
(横山) 

雇用・職業訓

練(伍賀・杉橋) 

自治体のコーディネート機能(武田) 

る際、各部門間・各主体間の連携関係は具体

的にどのように構築されているのか、が問題

となる。 

諸主体間の連携に関しては、すでに「政策

の束」の萌芽と見られる取り組みは散見され

る。例えば、公衆衛生・地域保健施策におけ

る予防的機能と地域的な社会教育施策の連

携、公的扶助や若年失業者支援施策と地域雇

用創出・職業能力開発施策との連携、などの

例である。当研究では、各国におけるこうし

たセクター・分野間連携の実例を収集し、そ

の効果について検討するとともに、それを可

能にする社会的な枠組み条件をさぐり、もっ

て我が国におけるその適用可能性をも探る

ことを本研究の目的とした。 

 
３．研究の方法 

本研究が想定する「政策の束」のイメージ

と、研究分担者の専門分野の関係を図示する

と下図のようになる。 

 

この研究は、公的扶助、福祉、医療、雇用

等の多様な社会保障分野に関する研究を縦

糸とし、各国におけるその動向調査とを横糸

とする国際比較研究である。その際、通説的

な福祉国家の類型論に基づき、北欧・中欧・

英米モデルのそれぞれ主たる事例国を対象

に、前述のような「社会保障政策の束」モデ

ルの可能性をさぐることとした。またあわせ

て、EU 新加盟国やアジア諸国についても検討

対象とし、上記区分との関連付けを行うこと

とした。この分担関係を図示すると下記のと

おりである。 

 研究分担者はそれぞれ分担の調査対象国

での現地調査や資料文献研究等を通じて、複

数の社会保障分野の相互関係について研究

を進めた。そのうえで定例的な研究会を開催

し、各国の状況に関する情報共有と意見交換

を行った。 

 

４．研究成果 

 研究分担に基づき、これまでドイツ、イギ

リス、スウェーデン、デンマーク等 EU 諸国、

ハンガリー等の EU 新加盟国、およびアメリ

カ、韓国等での現地調査を実施してきた。そ

の中で、次の状況が明らかになった。 

(1)EU では政策協調の枠組みでの対貧困政策

や地域政策におけるツールが整備され、労働

市場における条件不利な層に対する各種支

援の進展が見られた。しかし他方で、雇用政

策における中央政府と地方政府の権限関係

の錯綜という点で課題を抱えている状況も

観察された。 

(2)EU 新加盟国では域内経済における中心-

周縁関係に起因する貧困の集積が見られ、社

会保障政策上の方策の限界も垣間見られた。 

(3)世界的な金融危機に起因する失業の深刻

化や非正規労働の増加のなかで、従来の福祉

国家類型論で「残余的福祉国家」とされてき
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たアメリカでも、貧困問題への関心の高まり

や公的医療保険導入といった政策動向に見

られる変化が観察された。 

(4)韓国では非正規職保護法の施行による有

期雇用の制限をめぐって、有期雇用労働者の

大量解雇が懸念されていたが、実際にはむし

ろ有期雇用の正規職への転換が進んでいる

ことが明らかになった。 

(5)日本でも、ハローワークと福祉事務所等

の政策資源を同一窓口で繋ぐ「ワンストップ

サービス」が試みられ、そのなかで失業者の

抱える多様な問題が再認識されることとな

った。これをきっかけに、低学歴・低資格・

母子世帯・多重債務・心身の疾病など、労働

市場において不利条件を抱える層がハロー

ワークに殺到する状況がみられ、自治体の公

的扶助や各種福祉サービスとの連携が今後

一層重要になってくると思われる。 
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